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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

 （１）指摘事項                                   該当なし 

 

  （２）監査意見                                   該当なし 

 

  （３）決算審査意見                                 該当なし 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況   該当なし 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

                                                                          

          種 別 

  

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備      考 

 

 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

定 員
     5 6 2 2 0 0 7 8 

 

 

現 員
     5 6 2 2 0 0 7 8 

 

 

過不足(△)
 

0 0 0 0 0 0 0 0 
 

 

臨 時 職 員
     0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

非常勤職員
 3 

 

2 

 

5 

 

12 

 

0 

 

0 

 

8 

 

14 

 

医師 4名 

事務 3名 

健康相談員 1名 

  

４ 役付職員の調べ 

                                                                         （令和2年7月1日現在） 

職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考 

 

課長 

 

荒田 すみ子 

     年 

2 

     月 

3 

 

 

 

課長補佐（総括） 

 

永美 収 

 

0 

 

2 

 

課長補佐（2年1月） 

 

課長補佐 

 

馬渕 伊津美 

 

0 

 

3 

 

係長（1年） 

 

課長補佐 

 

島谷 容子 

 

0 

 

2 
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５ 主な事業に関する調べ 

                                                                               （単位:千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

職員労働安全衛生・福利厚生費 54,476  75 54,401 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  職員の安全衛生及び健康の保持増進、公務災害の防止、風通しのよい職場環境づくりを通して、職員が健

康で安全に職務が遂行できる働きやすい職場環境の形成を図る。 
  
（イ）事業の実施状況 

（１）職場の安全対策 

①公務災害防止対策セミナー（令和元年５月、県庁第２２会議室）:８７人                             

   ・講義:「働きやすい職場づくりに向けた安全衛生活動の充実について」 

   ・講師:中央労働災害防止協会 中四国安全衛生サービスセンター 所長 山岡和寿 氏 

②安全衛生診断の実施（令和元年８月）                                                                           

   ・実施場所:倉吉家畜保健衛生所、産業人材育成センター倉吉校、倉吉児童相談所、鳥取看護専門学校 

   ・内容:安全管理士（一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会）による現場での助言、指導 

③人材の養成                                                                       

   ・衛生管理者資格取得:２人 

④安全衛生管理についての調査審議 

   ・鳥取県総合安全衛生連絡協議会の開催（２回） 

   ・本庁衛生委員会の開催（１３回）及び同委員会委員による本庁職場巡視の実施（２回） 

（２）職員の健康管理 

①定期健康診断 

 

 

 

 

 

 

 

 

②特定業務従事者健康診断:延べ１，１１３人 

   ・対象:深夜業務従事者、血液取扱従事者、有機溶剤取扱従事者、給食業務従事者、海外派遣職員等 

  ③過重労働による健康障害防止のための産業医面接指導  

・実施者:５０人（実人数）（延べ６５人） 

※時間外勤務実績が月１００時間以上の職員、２～６月平均が８０時間を超えた職員、ひと月８０時

間を超え保健指導を希望した職員 対象者:５１人（実人数） 

 （３）メンタルヘルス対策 

①健康相談窓口の設置 

 ・健康相談員による定例相談、職員支援課健康管理担当保健師による相談（地方機関巡回相談、電話・メ

ール等による本人、所属からの随時相談） 

分   類 件 数 

健康管理担当保健師への相談及び心とからだの健康相談 １，５９５件 

新規採用職員健康相談 ７０件 

過重労働保健指導 ６５件 

その他（ストレスチェック、睡眠改善チェックに基づく面談） ３７件 

合   計 １，７６７件 
 

  平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

対象者数 3,617 人 3,637 人 3,626 人 3,565 人 3,633 人 

受診者数 3,616 人 3,634 人 3,616 人 3,561 人 3,628 人 

（うち人間ドック） 1,487 人 1,465 人 1,487 人 1,426 人 1,498 人 

受診率 99.9% 99.9% 99.7% 99.9% 99.9% 

有所見率 75.8% 79.2% 78.2% 80.5% 83.2% 

(全国平均)※ (H26)73.8% (H27)74.4% (H28)75.2% (H29)75.2% (H30)76.7% 

※有所見率の全国平均値は「地方公務員健康状況等の現況」より抜粋。  
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②労働安全衛生法に基づくストレスチェックの実施（令和元年９月） 

・実施者:２，５５９人（受検率７０．４％） 

③睡眠改善チェックの実施（令和２年２月） 

・実施者:２，０８６人（受検率５５．４％） 

   ④研修会の開催等 

〇メンタルヘルスマネジメント実践研修会（令和元年７月、とりぎん文化会館第1会議室）:１２８人 

   ・講義:「職場のメンタルヘルス困難事例について考える 

       ～職場不適応や業務遂行に困難さを抱える職員への支援について：職場でできること～」 

   ・講師:公立学校共済組合 九州中央病院 メンタルヘルスセンター長 十川 博氏  

〇職員人材開発センターと連携した研修の実施 

・階層別 ：新規採用職員フォロー研修（８９人）、新任係長級研修Ⅰ（１０４人） 

・任意：県庁の実務講座Ⅲ（管理職対象）（２６人） 

   〇各所属に出向いた出前講座の実施（３回）:１６３人 

   ⑤所属、主治医等と連携したきめ細かな療養支援 

     ・早期発見、発症防止及び病気の遷延化・重症化の防止のための個別支援を行った。 

⑥職場リハビリテーション及び健康管理審査会の実施 

     ・円滑な職場復帰を支援し再発防止を図るため、主治医の許可のもと復帰前１ヶ月間を職場リハビリと

して休養前の業務等を実施し、職場環境に慣れさせるとともに、復帰が可能かどうか審査した。 

 リハビリ 

実施職員数 

復職した職員 復職否とした職員 

職員数 うち再発 

平成２９年度 １３ １１ ０ ２（リハビリ中止） 

平成３０年度 ９ ７ ０ ２（リハビリ中止１人、復職否１人） 

令和元年度 １１ １０ ０ １（復職否１人） 

・健康管理審査会精神疾患部会の開催（４回）  

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  〇 職域委員会の開催目標を、年１２回以上として推進した。 

〇 働き方改革関連法の施行にあわせ、過重労働による健康障害防止のための産業医面接指導の対象を拡

大した。 

  

ウ 成果及び効果 

  〇 多くの職域委員会が年１２回以上定期的に開催されるなど、安全衛生管理体制の整備が進んだ。 

  〇 安全衛生診断により、職場の特性に応じた具体の安全対策の実践につながった。 

  〇 新たに昇任した管理監督者のみならず、各職場の管理監督者へメンタルヘルスに係る研修及び協議・

助言を行うことによりメンタル不調者への理解と対応方法を学ぶ機会を創出するとともに、個別性のあ

る具体的な対応方法の理解につなげることができた。 

   〇 職員及び所属からの相談依頼以外にも、様々な面接機会をとらえ早期発見に努め、病気の重症化防止

及び遷延防止につながった。また、緊急性や職場環境調整の必要性について鑑別し、職場等と必要な連

携を図ることで重症化予防につながった。 

                  

エ 課 題 

  〇 職場環境や安全対策、職員の健康保持について、個々の職員及び職場が主体的に取り組むよう、当事

者意識を持たせる必要がある。 

〇 職域委員会の活性化、研修会・安全衛生診断の実施等に引き続き取り組むとともに、働き方改革や業

務改善の取組にも職場環境づくりの視点から積極的に関わる必要がある。 

〇 定期健康診断の有所見率が増加傾向となっており、特に、血圧や血糖については脳血管疾患や心疾患

の発症リスクを高める項目であるため、再検・精検の受診勧奨や治療中断とならないように個別指導に

重点を置く必要がある。 

〇 職場におけるストレス要因は複雑化・多様化しており、個人の要因と環境要因に着目した対応が必要

である。特に、管理監督者が、健康管理担当と連携し、メンタル不調を呈する職員の個別性を理解し、

対応方法を身につけていくことが必要である。 
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（単位:千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

県庁働き方改革推進事業 914   914 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

従来の働き方や概念にとらわれることなく、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）を推進し、職員一人ひとりが活き活

きと効率性を高めながら働くことのできる環境を整備する。 

 

（イ）事業の実施状況 

（１）県庁働き方改革（時間外勤務の縮減） 

働き方改革関連法の施行により、県人事委員会規則が改正され、平成３１年４月から時間外勤務命令の上限（月４５時間、年

３６０時間等）が設定されたことに伴い、時間外勤務命令の上限の周知・適切な勤務時間管理の徹底を図った。 

① 時間外勤務命令の上限の周知・適切な勤務時間管理の徹底 

時間外勤務の上限設定に係る説明会（平成３１年４月、総括補佐向け）の実施等により、適切な勤務時間管理の徹底等につ

いて周知を図った。 

② 県庁働き方改革幹事会の開催 （令和元年５月、１０月） 

行財政改革局長（座長）及び各部局・総合事務所の主管課長で構成する「県庁働き方改革幹事会」を開催し、時間外勤務命

令の上限遵守の取組徹底や、仕事のやり方に関するルールの徹底等を行った。 

③ 仕事見直し隊 

  各部局主管課と連携して個別所属への聞取調査、原因・対策等についての意見交換を行った。 

（２）カイゼン活動の推進 

県民のニーズを的確に把握し、より良い行政サービスを生み出す組織体質となるために、各職場における自主的な業務改善の

取組を通じて、全庁的に仕事の効率化や業務の見直しを図るカイゼン活動に取り組んだ。 

① 全庁カイゼン活動の展開 

・カイゼントップセミナーの開催（令和元年７月） 参加者：１５８名 

 講演：「１人の１００歩より１００人の１歩 トヨタに学ぶ働き方のコツ 

～『改善の風土づくり、人づくり』のためにやるべきこととは～」 

     講師：経済・経営ジャーナリスト 桑原晃弥 氏 

・カイゼン推進員研修（令和元年１０月）の実施  参加者数：１３６名 

・カイゼンの手引き・事例集やメールマガジンによる庁内への情報提供 

   ② 職員人材開発センターと連携した研修の実施 

    ・新規採用フォロー研修（階層別）: ８８人 

    ・採用２年目職員研修Ⅱ（階層別）: ２１人 

   ③ カイゼン発表会 

    ・県庁カイゼン発表会（令和元年１２月）: ７所属が発表 

    ・第１４回全国都市改善改革実践事例発表会（令和２年２月、丹波篠山市）に、県庁カイゼン発表会で金賞を受賞 

した所属（八頭県土整備事務所）が出場 

（３）ワークライフバランスの推進 

職員の心身の健康及びワークライフバランスを推進し、効率的で効果的な行政サービスの実現を図るため、多様な勤務制度の

運用を促した。また安心して子育てできる元気な職場づくりに向けて、次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画

「子育てにやさしい職場づくり推進プログラム」（Ｈ２７～５年間）に基づき、各種事業を実施した。 
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① 多様な働き方の推進 

 平成３０年度 令和元年度 

実人数 延べ人数 実人数 延べ人数 

サテライトオフィス ２６３ ８４１ ２３７ ８７７ 

在宅勤務  ２４  ４０  ２５  ４９ 

フレックスタイム ６７８ - ８００  - 

 

②キャリアアドバイザー制度:延べ ２９回派遣 

・県職員OBをキャリアアドバイザーとして任命（４人）し、職員の業務面･精神面に係る助言・サポートを実施 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  〇 県人事委員会規則改正により時間外勤務命令の上限が導入されたことに伴い、適切な勤務時間管理と業務の効率化

・平準化等により長時間労働の是正に取り組むよう、各所属への注意喚起を繰り返し行った。 

 

ウ 成果及び効果 

   ○ 各所属での適切な勤務時間管理、業務の効率化・平準化等に取り組んだことにより、令和元年度の時間外勤務は前年度に比

べ減少した。   

  Ｒ１ Ｈ３０ 比較 

年間総時間数（※） 

 

318,337時間 

 

359,508時間 △11.5％ 

職員１人あたり月平均（※） 

 

11.0時間 

 

12.7時間 △13.4％ 

一定時間以上の時間外勤務職員

数 

[月45時間超] 

延べ636人 

[月45時間超] 

延べ2,057人 

△69.1％ 

[うち月100時間以上] 

延べ31人 

[うち月100時間以上] 

延べ109人 

△71.6％ 

[年360時間超]110 人 [年360時間超]359人 △69.4％ 

[うち年720時間超]2人 [うち年720時間超]23人 △91.3％ 

   （※）R1年度は2～3月新型コロナウイルス感染症対応分、H30年度は災害対応分（西日本豪雨関連）を除く 

 

エ 課 題 

○ 各部局で勤務時間管理、業務の効率化・平準化等に取り組んだ結果、時間外勤務を大幅に縮減することができたとともに、

一定時間を超える職員も大幅に減少したが、それでもなお上限を超える職員がいるのも実態である。職員一人ひとりの勤務時

間管理を適切に行うなど、職員の長時間勤務の是正に継続して取り組んでいく必要がある。 

   ○ カイゼン活動の継続で自主的な取組による成果が表れている反面、取組状況に濃淡があること、優良事例が十分に波 

    及していないなどの課題があり、わかりやすく丁寧な横展開により、効果を全庁に拡げていく必要がある。 

   ○ 働き方の選択肢の拡大等により、多様な職員が仕事と生活を調和させながら、その能力を最大限に発揮できる職場環 

   境づくりに努める必要がある。 
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（単位:千円）    

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

規制改革推進事業 432   432 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

地域の活性化につながる規制改革の推進を図る。 

 

（イ）事業の実施状況 

（１）規制改革の推進 

県民等からの規制改革提案を募集するとともに、「鳥取県規制改革会議」において全庁的に広く影響がある特定テーマ２件

について意見交換を実施した。 

・規制改革会議開催:１回 

・対応方針の検討:２件（収入証紙の見直し及び新たな収納方法の検討、入札参加資格申請手続きの簡素化） 

〔委員構成〕 

区分 所属等 

高等教育機関(1名) 鳥取大学 

金融機関(1名) 鳥取銀行 

産業関係(3名) 県社会福祉協議会（福祉分野）、商工会議所（商工分野）、県ＪＡ中央会（農

業分野） 

市町村(1名) 米子市 

一般公募(2名) 企業役員、自営業 

（２）行政手続きの見直しの推進 

とっとり電子申請サービス活用促進説明会を開催し、全庁的に電子申請による収納推進を図った。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

〇 規制改革の実現に向け、特定のテーマを設定して規制改革会議委員と意見交換を行った。 

 

ウ 成果及び効果 

〇 全庁的に広く影響がある特定テーマ２件について対応方針を検討した。 

〇 電子申請の利用が増加した。 

  平成３０年度 令和元年度 

対象手続数 ５１８件 ７８０件 

申請件数 ５，９０９件 １６，６３６件 

 

エ 課 題 

〇 緊急事態宣言に伴う社会・経済活動の自粛や働き方の見直しの際に生じた支障や経験を踏まえ、新しい生活様式を取り 

入れるにあたり見直すべき規制等について提案の掘り起こしを行い、規制緩和を図っていく必要がある。 

○ 電子申請・電子収納等の利用拡大に向け、添付書類の削減や様式の簡素化等に取り組む必要がある。 
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                                                                               （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算(見込)額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

公用車による自動車事故防止対策事業 1,509   1,509 

鳥取元気プロジェクト ― 

元気づくり総合戦略 ― 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

公務中の自動車事故の発生の防止を図るとともに、事故が発生した場合の事務処理を行う。 

（イ）事業の実施状況 

（１）交通事故防止のための具体的な取組 

①原因分析・対策の検討 

・公務中における交通事故０（ゼロ）をめざした県庁対策会議（令和元年7月） 

・職域委員会ごとに独自の対策を実施（公用車事故防止を共通の重点事項に位置付け） 

・事故原因把握のための個別聞き取り調査:２４件 

②自動車学校を活用した職員の運転技能向上の研修 

・安全運転マイスター研修及び伝達研修:７０７人 

・基本的運転技術スキルアップ研修:６６人 

③意識啓発 

・職員への注意喚起（事故発生状況、原因、事故防止のポイント等）:１６回 

・所属等での鳥取県職員「安全運転５則」の唱和、公用車出張職員への声かけ、「安全運転カード」の交付の徹底 

・庁内パソコン起動時に安全運転を呼びかけるメッセージを表示（５月、３月） 

・無事故・無違反所属の認定、無事故・無違反ラリーへの参加呼びかけ 

・同乗者の安全誘導やタクシー利用など、事故防止のためにとるべき行動・取組の徹底 

（２）損害賠償 

・令和元年度中に示談締結した公用車事故２３件について賠償金の支払等の事務処理を実施した。 

・損害賠償額:７５５，３７５円（令和元年度に県が相手方へ支払った損害賠償額。任意保険負担額は除く。） 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

〇 各職域委員会で公用車事故防止を共通の重点事項に位置付けて対策を実施することとした。 

 

ウ 成果及び効果 

〇 事故原因把握のための個別聞き取り等の調査を行うことで、「公用車の運転に不慣れな職員が運転していた」、「駐 

車スペースのすぐ横に棚が置いてあった」など、事故の背景にある問題を洗い出し、その改善につなげた。 

 

エ 課 題 

〇 公用車事故の撲滅に向けて様々 な対策を講じているものの、相手方への損害賠償がある公用車事故は２０件程度発生してい 

る。引き続き粘り強く事故防止対策に取り組んでいく必要がある。 
 

     【参考】損害賠償がある交通事故の年度別推移（発生年度ベース）   

年 度 知事部局等 警 察 合 計 損害賠償額（保険除く） 

平成２７年度 １１ １０ ２１（ ８） １，７４５，７５４円 

平成２８年度 １３ １６ ２９（ ９） １，２２９，９２３円 

平成２９年度 １２ ７  １９（ ８） ５４９，９６０円 

平成３０年度 ９ １１ ２０（ ４） ３９０，０００円 

令和元年度 １１ １２ ２３（１１） ７５５，３７５円 

     ＊合計欄の（ ）は、駐車場での事故件数（内数）である。 
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７ 事業別実施状況調べ 

（単位：円） 

事 業 名
 当初予算額 

A 

補正予

算額 

B 

支出済額 

C 

翌年度 

繰越額 

D
 

差引残額 

E=A+B-C-D 

執行率 

F=C/A 

事業の計画と実績・成果・

不用額・執行率 

（ 目   名 ）        

（ 主 ）  

職 員 労 働 安

全 衛 生 管 理

推 進 事 業  

 

54,652,000 

 

0 

 

54,475,544 

0  

176,456 

 

99.7% 

 

主な事業に関する調べのと

おり 

（ 主 ）  

県 庁 働 き 方

改 革 推 進 事

業  

 

2,019,000 

 

0 

 

913,470 

 

0 

 

1,105,530 

 

45.2% 

 

主な事業に関する調べのと

おり 

＜不用額、執行率の理由＞ 

キャリアアドバイザーの活

用実績、育休職員のための

職場復帰支援研修会での託

児利用者数が見込みよりも

少なかったこと、カイゼン

発表会に係る経費が発生し

なかった等のため。 

（ 主 ）  

規 制 改 革 推

進 事 業  

 

988,000 

 

0 

 

432,196 

 

0 

 

555,804 

 

43.7% 

 

主な事業に関する調べのと

おり 

＜不用額、執行率の理由＞ 

規制改革会議の開催が予定

より少なくなり、会議委員

への報償費等の不用額が発

生したため。 

 

目  計 

 

57,659,000 

 

0 

 

55,821,210 

 

0 

 

1,837,790 

 

96.8% 

 

 

（ 主 ）  

公 用 車 に よ

る 自 動 車 事

故 対 策 事 業  

 

2,582,000 

 

0 

 

1,509,375 

 

0 

 

1,072,625 

 

58.5% 

 

主な事業に関する調べのと

おり 

＜不用額の理由＞ 

自動車事故により発生した

県の損害賠償に要する経費

が見込みより少額だったた

め。 

 

目  計 

 

2,582,000 

 

0 

 

1,509,375 

 

0 

 

1,072,625 

 

58.5% 

 

 

 

合  計 

 

60,241,000 

 

0 

 

57,330,585 

 

0 

 

2,910,415 

 

95.2% 

 

 

 

８ 予備費の充用調べ                               該当なし 
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９ 繰越関係調べ 

  （１）継続費逓次繰越調べ                             該当なし 

 

（２）繰越明許費調べ                               該当なし 

 

（３）事故繰越調べ                                該当なし 

 

１０ 収入証紙取扱額調べ 

 

有 ・ 無 

 

１１ 現金の取扱状況 

ア 現金取扱状況                              該当なし 

 

イ つり銭の状況                              該当なし 

 

１２ 財産に関する調べ  

  （１）公有財産 

ア 土 地                                 該当なし 

 

イ 建 物                                 該当なし 

   

ウ 山 林                                 該当なし 

     

エ 不動産売却等                              該当なし 

 

オ 財産の交換                               該当なし 

 

カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機）             該当なし 

 

キ 物 権                                 該当なし   

 

ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等）           該当なし 

 

ケ 有価証券                                該当なし 

 

コ 出資による権利 

                                      (令和２年３月３１日現在） 

区  分 

 

前年度末 

（数量、金額） 

   本  年  度  中 本年度末 

（数量、金額） 

法 人 名 

 

備  考 

      増       減 

 

出捐金 

 

 

円 

26,000,000 

 

 

円 

0 

 

 

円 

0 

 

 

円 

26,000,000 

 

 

 

（一財）地方

公務員安全衛

生推進協会 

 

 

 

 

合  計 26,000,000 0 0 26,000,000   

 

 （２）金券類の保有状況 

    ア 金券の保有状況 

      

有 ・ 無 
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    イ タクシーチケットの受払状況 

                                                                                     （令和２年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

                        枚 

9 

                           枚 

0 

                         枚 

4  

                 枚 

5  

                   4,820円 

 

（３）基 金                                  該当なし 

 

（４）債 権                                  該当なし 

   

 

１３ 財産の貸付け及び使用許可調べ 

  （１）土地及び建物 

ア 土 地                                   該当なし 

   

イ 建 物                                    該当なし 

 

（２）物品（１品の取得価格が１００万円以上のもの及び寄附受納時の評価額が１００万円以上のもの）  

           該当なし 

 

１４ 借受不動産明細調べ                              該当なし 

 

１５ 職員駐車場の管理状況調べ 

 

 （１）管理状況                                該当なし 

 

  （２）減免の考え方（減免を行った場合のみ）                  該当なし 

       

（３）使用料の見直し                             該当なし 

 

１６ 寄附物件の受納状況調べ                             該当なし 

 

１７ 備品の処分状況調べ                               該当なし 

 

１８ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

  （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ                                                                                   

  

    有 ・ 無                                    

    

  （２）物品の照合 

   

   有 ・ 無 

 

１９ 貸付金等状況調べ                       

（１）総括表                                 該当なし 

 

（２）償還状況                                該当なし 
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職員支援課個別様式 

 

２０  令和元年度 メンタルヘルス対策の実施事業についての調べ 

施策項目 実 施 事 業 

メンタルヘルス体制 ○健康管理担当は、保健師２名、非常勤職員１名体制 

○健康相談員１名 

教育研修による意識啓発 ○メンタルヘルスマネジメント実践研修会 

○職員人材開発センターと連携した研修の実施 

    （階層別：新規採用職員フォロー研修、新任係長旧研修Ⅰ） 

  （任意：県庁の実務講座Ⅲ（管理職対象）） 

○各職場への出前講座の開催 

発症予防 ○「睡眠改善チェック」（全職員） 

○ストレスチェック（全職員） 

早期発見・早期対応 ○健康管理担当保健師による本人及び所属長等からの相談対応 

○心とからだの健康相談 

○ストレスチェックからの相談 

○睡眠改善チェックからの相談 

○健康相談（所属からの依頼） 

○新規採用職員健康相談 

○過重労働保健指導 

〇災害派遣後健康相談 

○地方職員共済組合２４時間ダイヤル 

療養支援 ○個人や職場、主治医及びセカンドオピニオン等と連携した、きめ

細かな療養支援（定期的な面接） 

円滑な復職のための支援 ○職場リハビリテーションの実施（平成 18 年 12 月～） 

 （休職者全員原則：１ヶ月間実施） 

○健康管理審査会での的確な復職審査 

 （委員：精神科医４名、産業医、人事企画課長、職員支援課長） 

復職後の支援・再発予防 ○職場、主治医と連携した、きめ細かな支援（随時面接） 

○復職の可否と復職後の留意点の助言（職場環境調整他）本人の特

性に応じた留意点など 

○健康管理審査会での評価審査（復職６か月後） 

その他  

 

２１ 心の病気を抱える職員についての調べ 

 (１) 心の病気による病気休暇者数及び休職者数 

                                                                        （単位：人） 

年 

度 

心の病気による 30日以上の病

気休暇者数及び休職者数(実

人数 A) 

(A)のうち当該年度に新規発

症した者の数（過去５年間（年

度単位）に(A)に該当したこと

のない者の数)（B） 

(A)のうち過去５年間に

(A)に該当したことのあ

る者の数 

((A)－（B)) 

２９ ４８ ２５ ２３ 

３０ ３７ １４ ２３ 

元 ４４ １９ ２５ 
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 (２) 復職のための支援の実施状況 

                                                                    （単位： 人） 

年度 

心の病気によ

る休職者数 

当該年度に職場復帰の

ための訓練を実施した

職員数（実人数 A） 

（A）のうち復職可

とした職員数 

（A）のうち復職

否とした職員数 

２９ ２５ １３ １１ ２ 

３０ ２１ ９ ７ ２ 

元 ２５ １１ １０ １ 

 

 

○ 意見、要望等 

 

（１）業務に関する意見・要望等 

なし 

 

（２）監査委員事務局に対する要望等 

なし 

 

 


